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１．レッツＢｕｙあおもり新商品事業の概要 
 

制度目的、特徴 

 

青森県では、新商品の開発や新事業創出に積極的に取り組む県内中小企業者等を認 

定し、県での購入可能性を増やすことで、本県の産業の活性化及び新産業創造につな 

げるため、「レッツＢｕｙあおもり新商品事業」を実施します。 

この制度では、みなさんが作成する新商品開拓実施計画が県の認定を受けた場合、 

県としても認定商品として商品ＰＲ等に努めていくとともに、その新商品を県が随意 

契約によって購入することも可能となります。 

 

（１）この制度の適用者は？ 

・ 県内に本店を有する企業 

・ 県内に主たる事務所を有する法人（企業を除く） 

・ 県内に工場又は事業場を有する者 

・ 県内に住所を有する個人 

のいずれかに該当し、新商品を製造する者です。 

 

（２）新商品について 

当該新たな事業分野の開拓に係る新商品は、 

・ 既に企業化されている商品とは通常の取引において又は社会通念上別個の 

範疇に属するもの 

・ 既に企業化されている商品と同一の範疇に属するものであっても既存の商 

品とは著しく異なる使用価値を有し、実質的に別個の範疇に属するもの 

いずれかに該当するものとなります。 

具体的には、新規性、独創性、新技術の確立がなされた商品となります。 

 

（３）新商品開拓実施計画とは 

新商品の生産により新たな事業分野の開拓を実施しようとする者（新商品の生 

産により新たな事業分野の開拓を実施する法人を設立しようとする者を含む。） 

が作成する新たな事業分野の開拓の実施に関する計画をいいます。 

 

（４）新商品開拓実施計画の作成 

当該制度による認定を受けようとする場合には、新たな事業分野の開拓の実施 

に関する新商品開拓実施計画を作成して県に認定申請してください。なお、申請 

にあたっては、必ず県に事前相談を行ってください。事前相談から申請書等の受 

理までに時間を要することがありますので、事前相談はできるだけお早めにお願 
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いします。 

 

 

（５）認定を受けると 

当該制度において、作成した新商品開拓実施計画が青森県知事の認定を受ける 

と、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第４号による新商品の生産により新 

たな事業分野の開拓を図る者として台帳に記載され、県ホームページにて公表す 

るとともに、新商品については、随意契約による購入が可能となります。 

ただし、県が購入できる新商品は県の機関での使途が見込まれるもの、適正な 

価格水準のもののみとなります。 

 

【参考】 

当該制度における新商品の対象外の例 

・ 物品以外の役務（サービス）や工法 

・ 既存商品に改良を加えただけの商品 

・ 材料、分量、風味、価格を変えただけの商品 

・ 名称を変えただけの商品 

・ 使途にあたり、一定期間未満の使用期限等を有する商品（一部加工食品等）

・ 既に認定された新商品と同等の商品 
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２．新商品開拓実施計画の認定手続（フロー図） 

 

新商品開拓実施計画の認定を受けるためには、以下のような手続きが必要です。 

 

 

 

※ 当該新商品開拓実施計画は、県から一定期間を定めて募集します（随時受付は 

いたしません）。 

 

 

 

 

・ 認定申請書は青森県商工労働部経営支援課に用意してあります。 

 

・ 申請書への記載（新商品開拓実施計画を策定の上、申請様式に従って記入して 

ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 審査会での審査を経て、青森県知事が認定します。 

 

・ その後、地方自治法施行令第１６７の２第１項第４号による新商品の生産によ 

り新たな事業分野の開拓を図る者として台帳に記載されます。認定の有効期限 

は認定日から起算して３年後の１２月末日までとします。 

 

・ 新商品開拓実施計画開始後、事業者は、新商品開拓実施計画年次ごとに「新商 

品開拓実施計画に係る遂行状況報告書」を、必要に応じて提出することとなり 

ます。 

（１）青森県による新商品開拓実施計画の募集 

（２）県への事前相談、必要書類の作成・準備 

（３）青森県経営支援課へ認定申請書の提出（郵送又は持参） 

（４）審査・青森県知事の認定 
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３．新商品開拓実施計画の内容について 

 

新商品開拓実施計画の認定を受けるためには、以下の内容に沿った計画である必要 

があります。 

 

（１） 当該新たな事業分野の開拓に係る新商品が、既に企業化されている商品とは通 

常の取引において若しくは社会通念上別個の範疇に属するもの又は既に企業化 

されている商品と同一の範疇に属するものであっても既存の商品とは著しく異 

なる使用価値を有し、実質的に別個の範疇に属するものであると認められること。 

 

（２） 当該新たな事業分野の開拓に係る新商品が、事業活動に係る技術の高度化若し 

くは経営の能率の向上又は住民生活の利便の増進に寄与するものと認められる 

こと。 

 

（３）新商品の生産の実施方法並びに実施に必要な資金の額及びその調達方法が、新 

商品開拓を確実に実施するために適切なものであること。 

 

（４）県内に工場又は事業場を有する者にあっては、新商品の製造により、県内での 

雇用創出が見込まれること。 

 

認定にあたっては、青森県が、申請内容に沿って認定すべきか否か判断します。 

 

なお、一定の要件を満たしている場合であっても、次のような場合は認定できませ 

ん。 

 

（１）新商品開拓実施計画が公序良俗に反する又はその恐れがあることが明らかな場 

合。 

 

（２）新商品開拓実施計画が関係法令違反又はその恐れがあることが明らかな場合。 

 

４．新商品開拓実施計画申請書の書き方 

 

応募者は、新商品開拓に関する実施計画を策定し、申請書を作成してください。 
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５．新商品開拓実施計画の申請について 
 

（１）申請書提出先 

青森県商工労働部経営支援課 

 

（２）申請書の部数、添付資料について 

応募にあたっては、様式第１、別表１～３を１通郵送又は持参により提出して 

下さい。いずれも締切日の１７：００必着。また、提出にあたっては、以下の書 

類等を添付してください。なお、提出いただいた申請書、添付書類等は返却いた 

しません（⑥については、メール、CD-R 等でご提出ください）。 

 

①法人にあっては、直近営業期間の営業報告書又は事業報告書、貸借対照表及 

び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近一年間の事業内容 

等の概要を記載した書類） 

 

②法人にあっては、定款・登記簿謄本（定款を有しない法人にあっては、それ 

に類するもの） 

 

③県内に工場又は事業場を有する者にあっては、①、②に準じるもの 

 

④事業を営んでいない個人にあっては、今後予定する事業内容及び事業の用に 

供する資産の概要を記載した書類 

 

⑤企業・商品パンフレット、試験データ等 

 

⑥新商品の画像データ（１ＭＢ以内 JPEG/GIF/PDF 形式のいずれか） 

  

 

青森県商工労働部経営支援課 

〒０３０－８５７０ 青森市長島一丁目１－１ 

ＴＥＬ：０１７－７３４－９３７４  ＦＡＸ：０１７－７３４－８１０７ 

http://www/pref.aomori.lg.jp/sozo/shinshohin/ 

e-mail:keiei@pref.aomori.lg.jp 


